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１－６ 与信取引（貸付契約及びこれに伴う担保・保証契約）に関する

顧客への説明態勢及び相談苦情処理機能 

 

１－６－１ 基本的な考え方 

 

（１）法第１２条の２第２項及び施行規則第１３条の７は、銀行に対し、その営

む業務の内容及び方法に応じ、顧客の知識、経験及び財産の状況を踏まえた

重要な事項の顧客に対する説明その他の健全かつ適切な業務の運営を確保す

るための措置（書面の交付その他の適切な方法による商品又は取引の内容及

びリスクの説明を含む。）に関する社内規則等（社内規則その他これに準ずる

ものをいう。）を定めるとともに、従業員に対する研修その他の当該社内規則

等に基づいて業務が運営されるための十分な体制を整備することを義務付け

ている。 

 

（２）「リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラ

ム」（15 年３月 28 日公表）において「銀行法等に義務付けられた、貸付契約、

保証契約の内容等重要事項に関する債務者への説明態勢の整備に対する監督

のあり方を事務ガイドラインに明示する」こととされたことを契機として、

広く貸し手の責任において整備すべき与信取引（貸付契約及びこれに伴う担

保・保証契約）に関する説明態勢及びそれを補完する相談苦情処理機能につ

いて、主として中小企業向け貸付及び個人保証関係を念頭において、当局が

銀行の内部管理態勢の検証を行う際の着眼点を類型化して例示するため、１

－６－２以下を制定した。 

  （注１）本ガイドラインは、説明義務・説明責任（アカウンタビリティ）の
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徹底を中心に顧客との情報共有の拡大と相互理解の向上に向けた取組

みまで幅広い領域を対象としている。（別図参照） 

（注２）上記（１）の説明体制の整備は銀行の営むすべての業務が対象とな

るが、資産運用商品の販売に関しては既に金融商品販売法の施行等に

対応した体制整備が行われている。 

 

（３）上記の説明態勢及びそれを補完する相談苦情処理機能が構築され機能して

いるかどうかは、顧客保護及び利用者利便の観点も含め、銀行の健全かつ適

切な業務運営の基本に関わることから、関係する内部管理態勢は高い実効性

が求められる。 

当局としては、こうした内部管理態勢の実効性等に疑義が生じた場合は、

必要に応じ報告（法第２４条に基づく報告を含む）を求めて検証し、業務運

営の適切性、健全性に問題があると認められれば、①法第２４条に基づき改

善報告を求め、または、②重大な問題があると認められる場合には、法第２

６条に基づき業務改善命令を発出するものとする。ただし、法第２４条に基

づき各銀行から報告される「リレーションシップバンキングの機能強化計画」

の中に、１６年度までの「集中改善期間」内に改善を図る計画が記載され、

その実行が確実と見込まれる場合には、その実施状況をフォローアップする

ことを基本とする。 

 

（４）なお、検証の結果、経営として上記（１）の法令の趣旨に反し重要な社内

規則等の作成自体を怠っていたことが確認された場合など重大な法令違反と

認められるときは、法第２７条に基づく行政処分（例えば、社内規則等の作

成等の十分な体制整備がなされるまでの間の業務の一部停止）を検討する必

要があることに留意する。 
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１－６－２ 全行的な内部管理態勢の確立 

 

（１）顧客への説明態勢及び相談苦情処理機能に関する全行的な内部管理態勢の

確立に関し、取締役会が適切に機能を発揮しているか。 

    

（２）法令の趣旨を踏まえた社内規則等の作成 

 

  ① 業務の内容及び方法に応じた説明態勢が社内規則等で明確に定められて

いるか。 

 

与信取引には、例えば、手形割引、貸付金（手形貸付、証書貸付、当座

貸越）、債務保証、外国為替等の多様な取引があり、また、保証契約につい

ても、保証約定書形式や手形保証等の類型があるが、それぞれの類型に応

じた態勢整備がなされているか。 

    さらに、インターネット取引等の異なる取引方法に応じた態勢整備がな

されているか。 

 

② 顧客の知識、経験及び財産の状況に応じた説明態勢が社内規則等で明確

に定められているか。 

   特に、中小企業や個人については実態に即した取扱いとなっているか。 

 

（３）法令の趣旨を踏まえた行内の実施態勢の構築 

 

 ① 社内規則等に基づいて業務が運営されるため、研修その他の体制（社内

規則等の配布・管理体制を含む）が整備されているか。 
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・ 特に、顧客からの苦情やトラブルが多発している場合には、まずマニュ

アル等の社内規則等の営業店に対する周知・徹底状況を確認し、実施態勢

面の原因と問題点を検証する。 

 

 ② 説明態勢等の実効性を確保するため、検査・監査等の内部牽制機能は十

分発揮されているか。 

  

（４）相談苦情処理機能と説明態勢の連携 

 

  ① 経営相談機能を充実・強化するための環境整備として、与信後における

顧客との情報の相互共有に向けた説明態勢が整備されているか。（１－６－

６を参照） 

 

② 顧客からの苦情等への対応は、単に処理の手続きの問題と捉えるに留ま

らず、苦情等の内容に応じ、紛争処理段階における説明態勢の問題として

位置付け、可能な限り顧客の理解と納得を得て解決することを目指したも

のとなっているか。 

 

１－６－３ 契約時点等における説明 

 

   以下の事項について、社内規則等を定めるとともに、従業員に対する研修

その他の当該社内規則に基づいて業務が運営されるための十分な体制が整備

されているか検証する。 

 

（１）商品または取引の内容及びリスク等に係る説明 
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契約の意思形成のために、顧客の十分な理解を得ることを目的として必要

な情報を的確に提供することとしているか。 

  なお、検証にあたっては、特に以下の点に留意する。 

 

  ① 融資取引にオプション・スワップ等のデリバティブ取引が含まれている

ときには、顧客の知識、経験及び財産の状況から見て問題がない場合を除

き、商品内容やリスクについて、例示等（最良のシナリオのものだけでな

く、最悪のシナリオを想定した想定最大損失額を含む。）も入れ、具体的に

解り易い形で解説した書面を交付して説明することとしているか。顧客自

身がリスクを負っている場合には、必要に応じて説明を受けた旨の確認を

行うこととしているか。さらに、契約締結後、顧客の要請があれば、定期

的かつ必要に応じて随時、顧客のポジションの時価情報等を提供すること

としているか。  

    

② 個人保証契約については、保証債務を負担するという意思を形成するだ

けでなく、その保証債務が実行されることによって自らが責任を負担する

ことを受容する意思を形成するに足る説明を行うこととしているか。 

例えば、保証契約の形式的な内容にとどまらず、保証人の法的効果とリ

スクについて、上記①のデリバティブを含む融資取引と同様に、最良のシ

ナリオだけでなく、最悪のシナリオ即ち実際に保証債務を履行せざるを得

ない事態を想定した説明を行うこととしているか。 

また、必要に応じ保証人から説明を受けた旨の確認を行うこととしてい

るか。 

 

③ 包括根保証契約については判例上一定の場合に保証人の責任が制限され

ていることを踏まえ、経営に実質的に関与していない第三者と包括根保証
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契約を締結する場合には、契約締結後、保証人の要請があれば、定期的か

つ必要に応じて随時、債務者の借入残高・返済状況について情報を提供す

ることとしているか。 

 

（２）契約締結の客観的合理的理由の説明 

 

顧客から説明を求められたときは、事後の紛争等を未然に防止するため、

契約締結の客観的合理的理由についても、顧客の理解と納得を得ることを目

的とした説明を行う態勢が整備されているか。 

 なお、以下の①から④の検証に関しては、各項に掲げる事項について顧客か

ら求められれば説明する態勢が整備されているかに留意する。 

 

  ① 貸付契約  

 貸付金額、金利、返済条件、期限の利益の喪失事由、財務制限条項等

の契約内容について、顧客の知識、経験及び財産の状況を踏まえた契約

締結の客観的合理的理由 

 

 ② 担保設定契約 

極度額等の契約内容について、担保提供者の知識、経験及び財産の状

況を踏まえた契約締結の客観的合理的理由 

 

 ③ 経営に実質的に関与していない第三者に保証を求める場合 

   ・ 保証人の立場、主債務者や他の保証人との関係等を踏まえ、当該保証

人との間で保証契約を締結する客観的合理的理由 

   ・ 特に包括根保証契約については、「債権保全の観点からみて有効性に限

界がある」と指摘されていることも踏まえた客観的合理的理由 
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  ④ 経営者等に包括根保証を求める場合 

    家計と経営が未分離であることや、財務諸表の信頼性に問題があるよう

な中小企業の場合、「経営者の個人保証には、企業の信用補完且つ経営に対

する規律付けという機能が認められる」とされる一方、代表者であること

をもって一律に包括根保証を求めることについて様々な批判があることを

踏まえ、当該保証人と包括根保証契約を締結する客観的合理的理由 

 

（３）契約の意思確認 

 

① 契約の内容を説明し、借入意思・担保提供意思・保証意思があることを

確認した上で、行員の面前で、契約者本人から契約書に自署・押印を受け

ることを原則としているか。 

また、例外的な書面等による対応については、顧客保護及び法令等遵守

の観点から十分な検討を行った上で、社内規則等において明確に取扱い方

法を定め、遵守のための実効性の高い内部牽制機能が確立されているか。 

   

② (a)いわゆる捨印慣行の不適切な利用、及び(ｂ)契約の必要事項を記載し

ないで自署・押印を求め、その後、行員等が必要事項を記載し書類を完成

する等の不適切な取扱いを防止するため、実効性の高い内部牽制機能が確

立されているか。 

 

  ③ 銀行として貸付の決定をする前に、顧客に対し「融資は確実」と誤認さ

せる不適切な説明を行わない態勢が整備されているか。 

 

（４）契約書等の書面の交付 
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貸付契約、担保設定契約又は保証契約を締結したときは、原則として契約

者本人に契約書等の契約内容を記載した書面を交付することとしているか。 

   なお、検証にあたっては、特に以下の点に留意する。 

 

① 銀行取引約定書は、双方署名方式を採用するか、またはその写しを交付

することとしているか。 

 

② 貸付契約書、担保設定契約書及び保証契約書については、その写しを交

付すること等により顧客が契約内容をいつでも確認できるようになってい

るか。 

  

  ③ 取引の形態から貸付契約の都度の契約書面の作成が馴染まない手形割

引、手形貸付については、契約条件の書面化等、契約面の整備を適切に行

うことにより顧客が契約内容をいつでも確認できるようになっているか。 

 

１－６－４ 貸付けに関する基本的な経営の方針（クレジットポリシー等）との

整合性 

 

   与信取引面における説明態勢については、各銀行の貸付けに関する基本的

な経営の方針（クレジットポリシー等）との整合性についても検証する必要

がある。 

   その際、例えば以下の点に留意する。 

 

（１）健全な融資慣行の確立と担保・保証に過度に依存しない融資の促進の観点 

 

健全な融資慣行は必ずしも担保・保証に頼ることではなく、貸付けは、借
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り手の経営状況、資金使途、回収可能性等を総合的に判断して行うものであ

ることを認識し、また、「事業からのキャッシュフローを重視し、担保・保証

に過度に依存しない融資の促進を図る」、「第三者保証の利用に当たっては過

度なものとならないよう」にするとの観点から、経営の方針としてどのよう

に対応しようとしており、当該方針が実際の説明態勢にどのように反映され

ているか。 

 

（２）地域貢献 

 

地域金融機関の貸付に関する基本的な経営の方針等において「地域経済の

発展への寄与」、「地域の中小企業の育成・健全化」等の姿勢を掲げている場

合に、当該方針が実際の説明態勢にどのように反映されているか。  

 

１－６－５ 銀行取引約定書ひな型の廃止への対応 

 

１２年４月に全国銀行協会の「銀行取引約定書ひな型」が廃止されたこと

を受け、各銀行が自己責任に基づいて一層の創意工夫を発揮すること及び顧

客のより自由な選択を可能とすることが求められているが、この点に関する

顧客への説明態勢が整備されているか。 

   なお、検証にあたっては、例えば以下の点に留意する。 

 

（１）ひな型廃止と新銀行取引約定書の導入の趣旨等について、既存の顧客にも

適切に説明を行う態勢が整備されているか。 

   

（２）従来の銀行取引約定書を差し入れている債務者及び当該約定書に連署して

いる連帯保証人からの求めがあれば、新しい約定書及び保証契約書への差し
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替えに応じる態勢が整備されているか。 

 

（３）なお、新銀行取引約定書を導入しないこととしている場合には、顧客から

求められれば、下記の金融制度調査会答申の考え方を踏まえ、客観的合理的

理由について説明する態勢が整備されているか。 

 

   （参考）「我が国金融システムの改革について」 

（平成９年６月１３日 金融制度調査会答申 抜粋） 

      ４．金融機関等の利用者の保護 

       （４）各種約款等について 

          銀行等との取引における各種約款については、例えば、約

款等の写しの交付が必ずしも徹底されていない。また、条項

によっては利用者にとって一方的、あるいは不明確であると

いう批判がある。今後、こうした指摘があることを踏まえ、

銀行等と利用者との衡平の観点、利用者にとって契約関係を

より明確に分かりやすくする観点から、銀行取引約定書、消

費者ローンひな型等の各種約款等の見直しについて直ちに関

係業者において検討が開始され、９８年度中にも所要の措置

が講ぜられることが必要であると考えられる。 

 

１－６－６ 顧客との情報共有の拡大と相互理解の向上に向けた取組み 

 

 貸し手金融機関と借り手企業がリレーションシップバンキングに伴うリス

クを的確に認識し、リスク情報を共有し、リスクの共同管理やコストの共同

負担を行うという基本的方向性を踏まえれば、リレーションシップバンキン

グの機能強化のためには、貸し手と借り手の相互の共通理解を築き、その基
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盤のもとでリスクを共同管理しながら必要に応じ経営改善支援・早期事業再

生等に取り組んでいくことが重要である。 

こうした観点から、説明態勢に関連して、以下のような態勢が整備されて

いるかについても検証するものとする。 

 

（１）相互の共通理解に向けた基盤整備の取組み 

   

① 銀行側からの意思疎通 

各銀行においては、与信後における債務者の業況把握、貸出条件の履行

状況、資金使途の確認、事業計画の遂行状況といった債務者の実情にあっ

た適切な管理を十分行うこととされているが（１－７－３（１）参照）、こ

うした過程における借り手企業の業況や財務内容、担保提供を受けた資産

の評価等に関する銀行の判断について、借り手企業との相互の共通理解を

得ることを目的とした説明態勢が整備されているか。 

 

② 借り手企業からの意思疎通  

  借り手企業に対し、長期継続的な信頼関係をもとに、経営内容について

早め早めに銀行と相談することがリレーションシップバンキングのメリッ

トを享受することになることを理解してもらうための説明態勢が整備され

ているか。 

 

（２）経営相談・支援機能の充実・強化に向けた取組み 

 

   経営改善支援（経営改善計画や借入金返済計画の策定を含む）や早期事業

再生に向けた取組みが必要と認められる場合は、相互の共通理解のもと、顧

客の業況や財務内容、さらには事業の将来性等についての銀行の判断を率直
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に説明した上で、顧客との相談・顧客への助言を行うこととしているか。 

    

１－６－７ 取引関係の見直し等の場合の説明 

 

借り手企業との取引関係の見直し等を行う場合の説明については、銀行の

営業上の判断に即した本来の説明を的確に行う態勢が整備されることが必

要であり、その際、金融検査や金融検査マニュアル等を口実とするなどの不

適切な説明が行われないよう留意することが必要である。 

このため、下記の（１）から（３）の場合において、それぞれ下記のよう

な適切な説明態勢が整備されているかどうかについて検証するものとする。 

 

（１）契約締結後の金利の見直し、返済条件の変更、担保追加設定・解除等の場

合 

 

これまでの取引関係や、顧客の知識、経験及び財産の状況を踏まえ、１－

６－３（契約時点等における説明）と基本的に同様に、顧客の理解と納得を

得ることを目的とした説明態勢が整備されているか。 

 

（２）顧客の要望を謝絶し貸付契約に至らない場合  

 

 これまでの取引関係や、顧客の知識、経験及び財産の状況に応じ可能な範

囲で、謝絶の理由等についても説明する態勢が整備されているか。 

 

  ・ 例えば、長期的な取引関係を継続してきた顧客に係る手形貸付について

更なる更改を謝絶する場合、信義則の観点から顧客の理解と納得が得られ

るよう、原則として時間的余裕をもって説明することとしているか。 
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）延滞債権の回収（担保処分及び個人保証の履行請求によるものを含む）、債

権譲渡、企業再生手続き（法的整理・私的整理）及び保証人の個人再生手続

等の場合 

 

① これまでの取引関係や、顧客の知識、経験及び財産の状況に応じ、かつ、

法令に則り、一連の各種手続を段階的かつ適切に執行する態勢が整備され

ているか。 

  

② 手続の各段階で、顧客から求められれば、その客観的合理的理由を説明

することとしているか。 

 

１－６－８ 苦情等処理機能の充実・強化 

 

（１） 苦情等の事例の蓄積と分析を行い、契約時点等における説明態勢の改善

を図る取組みを行うこととしているか。 

    なお、検証にあたっては、特に、１－６－７（取引関係の見直し等の場

合の説明）に関する苦情等の取扱体制の実効性に留意する。 

 

（２） 「銀行よろず相談所」と連携するとともに各地の弁護士会の「仲裁セン

ター」における解決に積極的に協力していくなど迅速な紛争解決に努める

とともに、同種の苦情等の再発防止に努めることとしているか。 

 

（３） 反社会的勢力との絶縁等民事介入暴力に対する適切な対応態勢が整備さ

れているか。 

 

・ 融資・担保解除の強要や回収妨害等の不当な行為に対する対応態勢が確
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現 行 改 正 後 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立されているか。 

 

・ 与信取引関連も含め、組織的犯罪処罰法に基づく「疑わしい取引の届出」

を的確に行うための法務問題に関する一元的な管理態勢が整備され、機能

しているか。 

 

１－６－９ 不公正取引との誤認防止 

 

（１）独占禁止法上問題となる優越的な地位の濫用と誤認されかねない説明を防

止する態勢が整備されているか。 

 

   １３年７月に公正取引委員会から「金融機関と企業との取引慣行に関する

調査報告書」が公表され、優越的な地位の濫用として問題となる行為の例が

示されているが、これを踏まえた顧客への説明態勢が整備されているか。上

記報告書を単に営業店に配布するにとどまらず、実務に即した具体的な説明

態勢の整備を行っているか。 

   なお、検証にあたっては、例えば以下の点に留意する。 

 

・ 問題となる行為の例として「融資先企業に対し、その責めに帰すべき正

当な事由がないのに、要請に応じなければ今後の融資等に関し不利な取扱

いをする旨を示唆すること等によって、契約に定めた変動幅を超えて金利

の引上げを受け入れさせ、又は、契約に定めた返済期限が到来する前に返

済させること」、「債権保全に必要な限度を超えて、過剰な追加担保を差し

入れさせること」が示されているが、こうした行為が行われないように法

令等遵守態勢を確立する一方で、金利の見直し等の客観的合理的理由につ

いて、顧客の理解と納得を得ることを目的とした説明態勢が整備されてい
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るか。 

 

  ・ 問題となる行為の例として「融資先企業に対し、要請に応じなければ融

資等に関し不利な扱いをする旨を示唆して、自己の提供するファームバン

キング、デリバティブ商品、社債受託管理等の金融商品・サービスの購入

を要請すること」が示されているが、こうした要請を行わないように法令

等遵守態勢を確立する一方で、いわゆる「総合採算取引」の推進の観点か

らの説明態勢をどのように整備することとしているか。   

 

（２）証券取引法に規定されたいわゆるインサイダー取引規制等の不公正取引と

誤認されかねない説明を防止する態勢が整備されているか。 

 

（参考） 

①  新しい中小企業金融の法務に関する研究会報告書（１５．７．１６：金融

庁） 

 ② リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム

（１５．３．２８：金融庁） 

 ③ リレーションシップバンキングの機能強化に向けて（１５．３．２７：金

融審議会）  

④ 金融機関と企業との取引慣行に関する調査報告書（１３．７．４：公正取 

引委員会） 

⑤ 銀行取引約定書ひな型の廃止と留意事項の作成について（１２．４．１８： 

全国銀行協会）   

⑥ 我が国金融システムの改革について（９．６．１３：金融制度調査会） 
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１―６ 金融機関の健全性に関し報告を求める場合及び業務改善を求め

る場合の着眼点 

  

  銀行に係る不祥事件、銀行に対する社会的批判その他の理由により、その

業務運営の適切性、健全性に疑義が生じた場合には、必要に応じ法第24条に

基づき報告を求め、内容によっては法第26条に基づき業務改善命令を命ずる

ことが必要となる。以下は、その際の着眼点を類型化して整理したものであ

る。 

 

１－６－１ 経営姿勢  

              （略） 

 

１－６－２ 経営管理 

              （略） 

 

１－６－３ 資産管理  

              （略） 

 

１－６－４ 「その他付随業務」の取扱いについて 

 

銀行が法第10条第２項の業務（同項各号に掲げる業務を除く。以下「その

他の付随業務」という。）を行う際には、以下の観点から十分な対応を検証し、

態勢整備を図っているか。 

 

 

１―７ 金融機関の健全性に関し報告を求める場合及び業務改善を求

める場合の着眼点 

  

 （同 左） 

 

 

 

 

 

１－７－１ 経営姿勢 

             （略） 

 

１－７－２ 経営管理 

             （略）   

 

１－７－３ 資産管理 

             （略） 

  

１－７－４ 「その他付随業務」の取扱いについて 

              

 （同 左） 
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現 行 改 正 後 

(1) 銀行が、従来から固有業務と一体となって実施することを認められてき  

  たコンサルティング業務、ビジネスマッチング業務、Ｍ＆Ａに関する業務、

事務受託業務については、取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化

の観点から、固有業務と切り離してこれら業務を行う場合も「その他の付

随業務」に該当する。 

   なお、実施にあたっては、顧客保護や法令等遵守の観点から、以下の点

について態勢整備が図られている必要があることに留意すること。 

 

 ① （略） 

 

 ② （略）  

 

③ 付随業務に関連した顧客の情報管理について、目的外使用も含め具体的

な取扱い基準が定められ、それらの行員等に対する周知徹底について検証

態勢が整備されているか（事務ガイドライン１－６－２(6)を参照のこと）。 

 

                （以 下 省 略） 

 

１－６－５ 銀行の事務の外部委託 

 

  各銀行が事務の外部委託を行うに際し、以下の観点から十分な対応を行っ

ているか。なお、以下に示す観点は、あくまで一般的な着眼点であり、委託

事務の内容等に応じ、追加的に検証を必要とする場合がある点に留意する。  

  

（注１） （略）  

（注２） （略） 

(1) (同 左) 

 

 

 

 

 

 

 

 ① （略） 

 

 ② （略）   

 

③ 付随業務に関連した顧客の情報管理について、目的外使用も含め具体的 

な取扱い基準が定められ、それらの行員等に対する周知徹底について検証

態勢が整備されているか（事務ガイドライン１－７－２(6)を参照のこと）。 

 

                     （以 下 省 略）         

 

１－７－５ 銀行の事務の外部委託 

 

    （同 左）       

 

 

 

（注１） （略） 

（注２） （略） 
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（注３） 当該外部委託が、銀行と子会社等との間で行われる場合には、事務 

ガイドライン１－９も参照のこと。 

 

   （以 下 省 略） 

 

１－６－６ その他 

 

       （以 下 省 略） 

 

１－７ 認可・承認等にあたっての手続き等について  

 

１－７－１ 株式の取得制限  

 

      （以 下 省 略） 

 

１－７－２ 証券業務関係について 

 

           （以 下 省 略） 

 

１－７－３ 大口信用供与 

 

     （以 下 省 略） 

   

１－７－４ アームズ・レングス・ルール 

 

（注３）  当該外部委託が、銀行と子会社等との間で行われる場合には、事務 

ガイドライン１－１０も参照のこと。 

 

       （以 下 省 略） 

 

１－７－６ その他 

 

              （以 下 省 略） 

  

１－８ 許可・承認等にあたっての手続き等について 

 

１－８－１ 株式の取得制限 

 

             （以 下 省 略） 

 

１－８－２ 証券業務関係について 

 

      （以 下 省 略） 

 

１－８－３ 大口信用供与 

 

      （以 下 省 略） 

 

１－８－４ アームズ・レングス・ルール 
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      （以 下 省 略） 

 

１－７－５ 合併等 

 

      （以 下 省 略） 

 

１－８ 資本の額の増加の届出の手続き等について 

 

１－８－１ 第三者割当増資について 

 

・ （略） 

 

・ （略） 

 

・ （略）    

  

・ なお、以下の手続きは、一般的な第三者割当増資のスケジュール(注)  

 を想定して監督上の事務フローを定めたものであり、ケースにより異な  

 る対応が必要な場合、あるいは銀行持株会社の行う第三者割当増資につ

いては、適宜、読み替えて対応するものとする。 

  また、法第１４条の２の規定に基づく自己資本比率の基準を定める件

（平成５年大蔵省告示第５５号。以下、１－８において、告示という。）

第4条第３項等に定める基本的項目に該当する海外特別目的会社が学校

する優先出資証券についても、適宜読み替えて対応するものとする。 

 （注） （以 下 省 略） 

      （以 下 省 略） 

 

１－８－５ 合併等 

 

      （以 下 省 略）  

 

１－９ 資本の額の増加の届出の手続き等について 

  

１－９－１ 第三者割当増資について 

 

・ （略） 

 

・ （略） 

 

・   (略)  

 

・ なお、以下の手続きは、一般的な第三者割当増資のスケジュール(注)  

   を想定して監督上の事務フローを定めたものであり、ケースにより異な  

る対応が必要な場合、あるいは銀行持株会社の行う第三者割当増資につ 

いては、適宜、読み替えて対応するものとする。 

    また、法第１４条の２の規定に基づく自己資本比率の基準を定める件 

（平成５年大蔵省告示第５５号。以下、１－９において、告示という。） 

第4条第３項等に定める基本的項目に該当する海外特別目的会社が学校 

する優先出資証券についても、適宜読み替えて対応するものとする。 

   （注） （以 下 省 略） 
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１－８－２ 銀行が第三者割当増資を行う方針を決定したときにおける取扱い 

 

   （以 下 省 略） 

 

１－８－３ 銀行が新株発行（条件）の決議を行ったときにおける取扱い 

 

   （以 下 省 略） 

 

１－８－４ 資本の額の増加の届出 

 

   （以 下 省 略） 

 

１－８－５ 第三者割当増資終了後の取扱い 

 

   （以 下 省 略） 

 

１－９ 子会社等について 

 

   （中 略）  

 

１－９－１ 子会社等の業務の範囲 

 

  子会社等の業務の範囲については、以下の点に留意するものとする。 

 

(1) 銀行の代理店 

１－９－２ 銀行が第三者割当増資を行う方針を決定したときにおける取扱い 

 

   （以 下 省 略） 

 

１－９－３ 銀行が新株発行（条件）の決議を行ったときにおける取扱い 

 

   （以 下 省 略）    

 

１－９－４ 

 

   （以 下 省 略）    

 

１－９－５ 第三者割当増資終了後の取扱い 

 

   （以 下 省 略） 

 

１－１０ 子会社等について 

  

   （中  略） 

 

１－１０－１ 子会社等の業務の範囲 

 

     （同 左）   

 

(1)  銀行の代理店 
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現 行 改 正 後 

    （略） 

 

(2) 銀行の子会社が営む従属業務（法第16条の２第２項第１号に規定する従

属業務をいう。）以下同じ。）については、事務ガイドライン１－６－５等 

 に沿って適切な対応を行っているか。 

    （以 下 省 略） 

 

１－９－２ 金融機関の貸出金等に係る担保不動産の保有・管理会社（いわゆ

る自己競落会社）の取扱いについて 

 

   （以 下 省 略） 

 

１－９－３ 銀行の海外における子会社等の業務の範囲 

   

   （中 略） 

 

(1) （略） 

 

(2) （略） 

 

(3) 出資先外国法人として報告がなされたもの（当該出資先外国法人がそ  

の業務を）行わせるために設立した会社及びこれらと同様の業務を営む

会社を含み、上記(2)の子会社を除く）で、新法の施行の際、子会社対象

会社の営むことができる業務以外の業務を現に営む子法人等又は関連法

人等については、上記１－９－１(4)③に準じて取り扱う。 

 

    （略） 

  

(2) 銀行の子会社が営む従属業務（法第16条の２第２項第１号に規定する従

属業務をいう。）以下同じ。）については、事務ガイドライン１－７－５等 

  に沿って適切な対応を行っているか。   

     （以 下 省 略） 

 

１－１０－２ 金融機関の貸出金等に係る担保不動産の保有・管理会社（いわ

ゆる自己競落会社）の取扱いについて 

 

   （以 下 省 略） 

 

１－１０－３ 銀行の海外における子会社等の業務の範囲 

 

   （中 略） 

  

(1) （略） 

 

(2) （略） 

 

(3) 出資先外国法人として報告がなされたもの（当該出資先外国法人がそ  

の業務を）行わせるために設立した会社及びこれらと同様の業務を営む 

会社を含み、上記(2)の子会社を除く）で、新法の施行の際、子会社対象 

会社の営むことができる業務以外の業務を現に営む子法人等又は関連法 

人等については、上記１－１０－１(4)③に準じて取り扱う。 
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現 行 改 正 後 

   （以 下 省 略） 

 

１－９－４ 銀行とその証券子会社等の関係について 

 

      （以 下 省 略） 

 

１－９－５ 金融機関等とその関係保険会社の関係について  

 

      （以 下 省 略） 

 

１－９－６ 外国銀行支店による業務提供会社への業務の委託について 

 

      （以 下 省 略） 

 

１－１０ 預金等の取扱いについて 

 

   （中 略） 

 

１－１０－１ 譲渡性預金（外国で発行されるものを除く） 

 

      （以 下 省 略）  

 

１－１０－２ 期間の定めのある預金 

 

      （以 下 省 略） 

      （以 下 省 略） 

 

１－１０－４ 銀行とその証券子会社等の関係について 

 

          （以 下 省 略） 

 

１－１０－５ 金融機関等とその関係保険会社の関係について 

 

          （以 下 省 略） 

 

１－１０－６ 外国銀行支店による業務提携会社への業務の委託について 

 

       （以 下 省 略） 

 

１－１１ 預金等の取扱いについて 

 

   （中 略） 

 

１－１１－１ 譲渡性預金（外国で発行されるものを除く） 

 

       （以 下 省 略） 

 

１－１１－２ 期間の定めのある預金 

 

       （以 下 省 略） 



 

預金取扱金融機関 24 

現 行 改 正 後 

 

１－１０－３ 期間の定めのない預金  

 

  以下の点に留意した取扱いとなっているか。 

 

(1) 措置期間のある預金 

措置期間が１か月以上の場合又は措置期間内と措置期間後とで利率設   

 定があらかじめ異なる場合には、措置期間内の取扱いについて、上記１－

１０－２(2)と同様の取扱いがなされているか。 

 

(2) 貯蓄預金 

 

     （略） 

 

１－１１ 説明書類の作成・縦覧等について 

  

１－１１―１ 重要性の原則の適用について  

 

    （以 下 省 略） 

 

１－１１－２ 記載項目についての留意事項  

 

    （以 下 省 略）   

    

１－１１－３ リスク管理債権額の開示  

 

１－１１－３  期間の定めのない預金        

 

  以下の点に留意した取扱いとなっているか。 

 

(1) 措置期間のある預金 

措置期間が１か月以上の場合又は措置期間内と措置期間後とで利率設   

 定があらかじめ異なる場合には、措置期間内の取扱いについて、上記１－

１１－２(2)と同様の取扱いがなされているか。 

 

(2)  貯蓄預金 

 

      （略） 

 

１－１２ 説明書類の作成・縦覧等について 

 

１－１２－１ 重要性の原則の適用について 

 

    （以 下 省 略） 

 

１－１２－２ 記載項目についての留意事項 

 

    （以 下 省 略） 

 

１－１２－３ リスク管理債権の開示 
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現 行 改 正 後 

    （以 下 省 略） 

 

１－１２ 産業活力再生特別措置法に関する金融機関の留意事項について  

  

     （中 略） 

  

１－１２－１ 産活法第２条第２項第２号及び同法告示第６条、第８条、第９

条の事業革新の定義について   

 

    （以 下 省 略） 

 

１－１２－２ 産活法第３条第６項第１号及び同法告示第11条の事業再構築の

認定の基準について   

 

    （以 下 省 略） 

 

１－１３ 預金保険法に関する留意事項について 

 

１－１３－１ 預金保険料計算の特例の承認に係る審査事務について  

 

    （以 下 省 略） 

 

１－１４ その他 

  

    （以 下 省 略）   

 

１－１３ 産業活力再生特別措置法に関する金融機関の留意事項について 

  

    （中 略） 

 

１－１３－１ 産活法第２条第２項第２号及び同法告示第６条、第８条、第９ 

条の事業革新の定義について 

 

    （以 下 省 略） 

     

１－１３－２ 産活法第３条第６項第１号及び同法告示第11条の事業再構築の 

認定の基準について 

 

    （以 下 省 略） 

 

１－１４ 預金保険法に関する留意事項について 

  

１－１４－１ 預金保険料計算の特例の承認に係る審査事務について  

 

    （以 下 省 略）   

 

１－１５ その他 
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現 行 改 正 後 

１－１４－１ 店舗等の他者との共用 

 

    （以 下 省 略） 

 

１－１４－２ 職員の派出の取扱いについて 

 

    （以 下 省 略）  

 

４．信用金庫及び信用金庫連合会関係 

  

４－１ 許認可事項 

 

    （以下省略） 

  

４－２ 管轄財務局長権限の一部の管轄財務事務所長への内部委任 

 

   （以 下 省 略） 

 

４－３ 信用金庫台帳について 

 

    （以 下 省 略） 

 

４－４ 金庫の事務所関係 

１－１５－１ 店舗等の他者との共用 

 

    （以 下 省 略） 

  

１－１５－２ 職員の派出の取扱いについて 

 

    （以 下 省 略） 

 

４．信用金庫及び信用金庫連合会関係 

 

４－１ 許認可事項 

  

    （以 下 省 略） 

 

４－２ 管轄財務局長権限の一部の管轄財務事務所長への内部委任 

  

    （以 下 省 略） 

 

４－３ 信用金庫台帳について 

  

    （以 下 省 略） 

 

４－４ 金庫の事務所関係 
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現 行 改 正 後 

        （以 下 省 略） 

 

４－５ 一般事項及び共通  

 

４－５－１ 

  信用金庫及び信用金庫協会連合会に関して、本事務ガイドラインのうち一

般事項の０－２、０－４－３及び０－５から０－７まで（０－５－１(4)を除

く。）、共通事項（１－１－２、１－８を除く。）、別添１：参考様式集及び別

添２：連絡文書集を準用する。 

 

４－５－２ 

  この場合において、次に掲げる読み替え等を行うほか、必要に応じ、適宜、

技術的に読み替えを行うものとする。 

 

(1)    (略) 

 

(2)    （略） 

 

(3) １－７－５において、「銀行」とあるのは「信用金庫」と読み替え、更に

以下の規定を加えるものとする。  

 

    （以 下 省 略）  

 

５．労働金庫及び労働金庫連合会関係 

    （以 下 省 略） 

 

４－５ 一般事項及び共通 

 

 ４－５－１ 

  信用金庫及び信用金庫協会連合会に関して、本事務ガイドラインのうち一

般事項の０－２、０－４－３及び０－５から０－７まで（０－５－１(4)を除

く。）、共通事項（１－１－２、１－９を除く。）、別添１：参考様式集及び別

添２：連絡文書集を準用する。 

 

４－５－２ 

  この場合において、次に掲げる読み替え等を行うほか、必要に応じ、適宜、

技術的に読み替えを行うものとする。 

 

(1)    (略) 

 

(2)    （略） 

 

(3) １－８－５において、「銀行」とあるのは「信用金庫」と読み替え、更に

以下の規定を加えるものとする。       

 

    （以 下 省 略） 

 

５．労働金庫及び労働金庫連合会関係 
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現 行 改 正 後 

     （中 略） 

 

５－１ 財務局における  

 

（以 下 省 略）    
 

５－２ 財務局と都道府県との連携 

 

       （以 下 省 略） 

  

５－３ 一般事項及び共通事項の準用 

 

５－３－１ 労働金庫に関して、本事務ガイドラインの一般的事項（０－１、

０－４及び０－５－１(4)を除く。）及び共通事項（１－１－２、１－６－

２(3)⑧、(6)及び(7)、１－６－３(2)⑧、１－６－６(4)、１－８並びに１

－９－３及び１－９－４を除く。）を準用する。 

 

５－３－２ この場合において、次に掲げる読み替え等を行うほか、必要に

応じ、適宜、技術的に読み替えを行うものとする。 

 

 (1)    （略）    

 

  (2)     (略)  

 

    （中 略） 

 

５－１ 財務局における   

  

    （以 下 省 略） 

 

５－２ 財務局と都道府県との連携 

  

      （以 下 省 略） 

 

５－３ 一般事項及び共通事項の準用 

  

５－３－１ 労働金庫に関して、本事務ガイドラインの一般的事項（０－１、

０－４及び０－５－１(4)を除く。）及び共通事項（１－１－２、１－７－

２(3)⑧、(6)及び(7)、１－７－３(2)⑧、１－７－６(4)、１－９並びに１

－１０－３及び１－１０－４を除く。）を準用する。 

 

５－３－２ この場合において、次に掲げる読み替え等を行うほか、必要に

応じ、適宜、技術的に読み替えを行うものとする。 

 

(1)    （略）    

 

  (2)     (略)  
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現 行 改 正 後 

(3) １－７－５において、「銀行」とあるのは「労働金庫」と読み替え、更 に

以下の規定を加えるものとする。 

 

６．信用協同組合及び信用協同組合連合会関係 

 

６－１ 認可事項等について 

 

    （以 下 省 略） 

  

６－２ 管轄財務局長権限の一部の管轄財務事務所長への内部委任 

 

    （以 下 省 略） 

     

６－３ 財務局の金融庁に対する報告事項等 

 

     （以 下 省 略） 

  

６－４ 信用協同組合等の事務所 

 

    （以 下 省 略） 

  

６－５ 一般事項及び共通事項の準用 

(3) １－８－５において、「銀行」とあるのは「労働金庫」と読み替え、更 に

以下の規定を加えるものとする。 

 

６．信用協同組合及び信用協同組合連合会関係 

 

６－１ 認可事項等について 

  

    （以 下 省 略） 

 

６－２ 管轄財務局長権限の一部の管轄財務事務所長への内部委任 

 

        （以 下 省 略） 

  

６－３ 財務局の金融庁に対する報告事項等 

   

    （以 下 省 略） 

 

６－４ 信用協同組合等の事務所 

 

    （以 下 省 略） 

  

６－５ 一般事項及び共通事項の準用 
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現 行 改 正 後 

６－５－１ 信用協同組合に関して、本事務ガイドラインの一般的事項の０－

２、０－４－３及び０－５から０－７まで（０－５－１(4)を除く。）共通事

項（１－１－２、１－４－１③、１－４－３(1)及び(2)、１－６－２(7)及び

(8)、１－６－３(2)⑧、⑨、及び⑩、１－８並びに１－９－３を除く。）、別

添１：参考様式集及び別添２：連絡文書集を準用する。 

 

６－５－２ この場合において、次に掲げる読み替え等を行うほか、必要に応

じ、適宜、技術的に読み替えを行うものとする。 

 

(1) （略） 

 

(2) （略）  

 

(3)  １－７－５において、「銀行」とあるのは「信用協同組合」と読み替え、

更に以下の規定を加えるものとする。 

 

     (以 下 省 略) 

     

 

 

 

 

 

６－５－１ 信用協同組合に関して、本事務ガイドラインの一般的事項の０－

２、０－４－３及び０－５から０－７まで（０－５－１(4)を除く。）共通事

項（１－１－２、１－４－１③、１－４－３(1)及び(2)、１－７－２(7)及び

(8)、１－７－３(2)⑧、⑨、及び⑩、１－９並びに１－１０－３を除く。）、

別添１：参考様式集及び別添２：連絡文書集を準用する。 

 

６－５－２ この場合において、次に掲げる読み替え等を行うほか、必要に応

じ、適宜、技術的に読み替えを行うものとする。 

 

(1)    （略） 

 

(2)    （略）  

 

(3)  １－８－５において、「銀行」とあるのは「信用協同組合」と読み替え、

更に以下の規定を加えるものとする。 

 

     (以 下 省 略) 

 
 

 



【　別　図　】

＜説明態勢＞

 銀行法第１２条の２
 施行規則１３条の７ 〈顧客との情報共有の拡大と相互理解の向上に向けた取組み〉

相互の共通理解に向けた 経営相談・支援機能の充実、

基盤整備 強化に向けた取組み

反　映

従業員に対する研修
その他当該社内規則
等に基づいて業務が
運営されるための十分
な体制を整備する。

業務の内容及び方法
に応じ、顧客の知識、
経験及び財産の状況
を踏まえた重要な事
項の顧客に対する説
明その他の健全かつ
適切な業務の運営を
確保するための措置
（書面の交付その他適
切な方法による商品ま
たは取引の内容及び
リスクの説明を含む）
社内規則等を定める。

＜相談機能＞

＜苦情処理機能＞

１．全行的な内部管理態勢の確立
　　・取締役会の機能発揮
　　・相談苦情処理機能と説明態勢の連携

２．契約時点等の説明
　①　商品又は取引の内容及びリスクの説明
　　　・個人保証契約についてはデリバティブ取引と同様に、最悪のシナリオ
　　　（実際に保証債務を履行する事態）を想定した説明
　　　・第三者との包括根保証契約は、保証人の要請があれば、債務者の
　　　借入残高等の情報提供　　等
　②　契約締結の客観的合理的理由の説明
　　　・貸付条件、担保極度額、第三者（包括根）保証、経営者の包括根保
　　　証等について、顧客から求められれば、事後の紛争等を未然に防止
　　　するため、顧客の理解と納得を得ることを目的とした説明態勢
　③　契約の意思確認　⇒　面前自署・押印等
　④　契約書等の書面の交付
　　　・銀行取引約定書は双方署名方式の採用又は写しの交付
　　　・契約書等の写しの交付

３．取引関係の見直し等の場合の説明
　①　金利の見直し、返済条件の変更、担保追加設定・解除等の場合
　　⇒上記２．と同様に、顧客の理解と納得を得ることを目的とした説明
　②　顧客の要望を謝絶し貸付契約に至らない場合
　　⇒これまでの取引関係や、顧客の知識、経験及び財産の状況に
　　　応じ可能な範囲で、謝絶の理由等を説明
　③　延滞債権の回収（担保処分及び個人保証の履行請求を含む）、
　　　債権譲渡、企業再生手続き（法的整理・私的整理）及び保証人の
　　　個人再生手続き等の場合
　　⇒これまでの取引関係や、顧客の知識、経験及び財産の状況に応じ、
　　　かつ、法令に則り、一連の各種手続きを段階的かつ適切に執行する
　　　とともに、求めに応じ、客観的合理的理由を説明

新しい中小企
業金融の取
組み

・担保・保証
に過度に依
存しない取り
組みの促進
・過度な第三
者保証の防
止

銀行取引約定
書ひな型の廃
止

優越的地位の
濫用等不公正
取引との誤認
防止

与信取引に関する顧客への説明態勢及び相談苦情処理機能に関する新しい監督指針

－説明義務・説明責任（アカウンタビリティ）の徹底、顧客との情報共有の拡大と相互理解の向上に向けた取組み－

リ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ッ
プ
バ
ン
キ
ン
グ
の
機
能
強
化

貸付に関する
基本的な経営
の方針
（クレジットポリ
シー等）

〇銀行側からの意思疎通
　借り手企業の業況や財務内
容、担保提供を受けた資産の
評価等に関する銀行の判断に
ついての説明

〇借り手企業からの意思疎通
　経営内容について早め早め
に銀行に相談するメリットの説
明

・ 経営改善支援
（経営改善計画、借入金返済
計画の策定を含む）
・ 早期事業再生
に向けた取組みが必要と認め
られる場合
　　　　　　　↓
相互の共通理解のもと、顧客
の業況、事業の将来性等に
ついての銀行の判断を率直
に説明の上、顧客との相談・
顧客への助言
に関する相談・助言

 苦情の事例の蓄積と分
析を行い、説明態勢の改
善を図る

 紛争処理段階における
説明態勢

「銀行よろず相談所」と連
携するとともに弁護士会の
「仲裁センター」における
解決に協力

反社会勢力との絶縁等
民事介入暴力対策

内部管理態勢の実効性等に疑義が生じた場合は、必要に応じ報告（法第２４条に基づく報告を
含む）を求めて検証し、業務運営の適切性、健全性に問題があると認められれば、①法第２４条
に基づき改善報告を求め、または、②重大な問題があると認められる場合には、法第２６条に基
づき業務改善命令を発出。

経営として重要な社内規
則等の作成自体を怠る
等、重大な法令違反の
ケースは行政処分（例えば
業務の一時停止）を検討

（注）この図はガイドラインの構成を簡略化して図示したものであり、事務の執行に当たっては、本文を参照されたい。

　監督上の対応


